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━ 知財担当者のためのメルマガ ━━━━━━━━━━━━━━━ 

                        ２０２６年８月号 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

┃ ◎本号のコンテンツ◎ 

┃  

┃ ☆知財講座☆ 

┃（５５）特許権の均等論 

┃ 

┃ ☆ニューストピックス☆ 

┃ 

┃ ■特許行政年次報告書２０２６年版を公表（特許庁） 

┃ ■特許審査でＡＩ活用の基本方針を策定（特許庁） 

┃ ■先端技術分野へ官民で３７０兆円を投資（政府） 

┃ ■「Zoom」のロゴ使用めぐり米企業に賠償命令（東京地裁） 

┃ ■ソフトバンクグループ、生成ＡＩの特許公開件数で世界１位 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 特許庁は、知的財産制度を取り巻く現状や国内外の動向、直近の

統計情報などを取りまとめた「特許行政年次報告書２０２６」を公

表しました。 

今号では、報告書の中から、特許、意匠、商標の出願状況、審査

の現状についてポイントを抜粋して紹介します。 
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（５５）特許権の均等論 

 

【質問】 

市場で発見した競合会社の製品は当社の特許発明と比較した時に多

少相違しているところがありますが、当社発明の本質的部分はそっく

りで、特許権侵害品に当たるのではないかと思われます。多少相違し

ていますから特許権に基づく権利行使はできないのでしょうか？ 

 

【回答】 

競合会社の製品（被疑侵害品）が特許権侵害品に当たるかどうかは、

オールエレメントルールで判断されます。オールエレメントルール

では、被疑侵害品が特許発明の構成要件の中のどれか一つでも備え

ていなければ、原則として、特許権侵害にならない、とされ、被疑侵

害品が特許発明の構成要件のすべてを備えている時に、特許請求の

範囲の記載の通りに実施されているということで、文言侵害と評さ

れる特許権侵害になります。 

 オールエレメントルールでは特許請求の範囲の記載を文言の通り

に解釈することが尊重されます。そこで「多少相違している」という

ご質問の場合は特許権侵害にならない可能性があります。 

 しかし、この原則を貫くと発明者・特許出願人に酷で衡平性を欠く

と考えられ、ご質問のような場合であっても所定の条件が満たされ

ているならば、特許請求の範囲の記載の文言解釈を超えて、特許請求

の範囲の記載と均等と評価される技術的構成まで特許権の効力範囲

に含まれると考えて、特許権侵害が認められる取り扱いがされます。 

特許庁の HPで特許権の均等論として紹介されているものです。 

https://www.jpo.go.jp/support/ipr/qanda/q04.html 

 

 

 

 

https://www.jpo.go.jp/support/ipr/qanda/q04.html


＜オールエレメントルールでの特許権侵害の考え方＞ 

 特許権に基づく権利行使を検討している特許権者の特許発明が

「断面が六角形の木製の軸を有し、当該軸の表面に油性塗料が塗ら

れている鉛筆。」であるとします。 

 発明特定事項（構成要件）に分けて記載すると次のようになります。 

 「断面が六角形（構成要件Ａ）の 

  木製の軸（構成要件Ｂ）を有し、 

  当該軸の表面に油性塗料が塗られている（構成要件Ｃ） 

  鉛筆（構成要件Ｄ）。」 

 一方、競合会社が市場で販売している製品（被疑侵害品）は「断面

が六角形の木製の軸を有し、当該軸の表面に水性塗料が塗られてい

る鉛筆。」であるとします。 

 被疑侵害品は、構成要件Ａ、Ｂ、Ｄを備えていますが、構成要件Ｃ

を備えていません。「構成要件Ｃ」は「軸の表面に油性塗料が塗られ

ている」ですが、被疑侵害品では「軸の表面に水性塗料が塗られてい

る」からです。 

 そこで、特許請求の範囲の記載の文言解釈であるところのオール

エレメントルールによれば、被疑侵害品は、特許発明の構成要件の中

の一つ（構成要件Ｃ）を備えていないので、原則として、特許権侵害

品になりません。 

 

＜均等論侵害の考え方＞ 

 均等論は、古くから米国で認められてきた考え方です。日本では平

成 10年（1998年）になって初めて最高裁により認められました（最

高裁平成 10年 2月 24日第三小法廷判決「ボールスプライン事件」）。 

今日では、このボールスプライン事件判決を基準として特許権侵害

が考えられています。 

 ボールスプライン事件判決では、特許出願の際に将来のあらゆる

侵害態様を予想して明細書の特許請求の範囲を記載することは極め

て困難であり、特許請求の範囲に記載された構成の一部を特許出願

後に明らかとなった物質や技術などに被疑侵害者が置き換えること

によって、特許権者による差止め等の権利行使を容易に免れること

ができるとすれば、社会一般の発明への意欲を減殺することとなり、

発明の保護、奨励を通じて産業の発達に寄与するという特許法の目

的に反するばかりでなく、社会正義に反し、衡平の理念にもとる結果



となることから、特許発明の実質的価値は第三者が特許請求の範囲

に記載された構成からこれと実質的に同一なものとして容易に想到

することのできる技術に及び、第三者はこれを予期すべきものと解

するのが相当であるとされました。 

 ボールスプライン事件判決で示された均等論侵害が認められるた

めの５つの要件は以下の通りです。 

 特許請求の範囲に記載された構成中に対象製品と異なる部分が存

在する場合であっても、 

（第一要件） 

 対象製品と異なる部分が特許発明の本質的部分でなく（非本質的 

部分）、 

（第二要件） 

 対象製品と異なる部分を対象製品におけるものと置き換えても、

特許発明の目的を達成することができ、同一の作用効果を奏するも

のであって（置換可能性、作用効果の同一性）、 

（第三要件） 

 対象製品と異なる部分を対象製品におけるものと置き換えること

に、当該発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者（以

下「当業者」という。）が、対象製品の製造等の時点において容易に

想到することができたものであり（置換容易性）、 

（第四要件） 

 対象製品が特許発明の特許出願時における公知技術と同一又は当

業者がこれら右出願時に容易に推考できるものではなく、 

（第五要件） 

 対象製品が特許発明の特許出願手続において特許請求の範囲から

意識的に除外されたものにあたるなどの特段の事情もない 

 ときには、対象製品は、特許請求の範囲に記載された構成と均等

なものとして、特許発明の技術的範囲に属するものとするのが相当

である。 

 上記５要件の中で、第一要件～第三要件の立証責任は特許権者、第

四、第五要件の立証責任は被疑侵害者で、第三要件の判断時期は「実

施時」、第四要件の判断時期は「出願時」とされています。 

 

 

 



＜被疑侵害品は均等論侵害の５つの要件を満たすか？＞ 

 上述した事例では、上述した特許権に係る特許出願の出願当時、断

面が円形の木製の軸の表面に油性塗料あるいは、水性塗料が塗られ

ている鉛筆は公知であった。また、特許出願の当時、断面が円形の木

製の軸を備えている鉛筆しか知られておらず、上述した特許発明に

おける「断面が六角形（構成要件Ａ）」という構成が、従来技術に見

られない特有の技術的思想を構成する特徴的部分にあたるとします。 

 また、出願時の明細書などに「『木製の軸の表面に水性塗料が塗ら

れている鉛筆』は特許権の効力範囲外である」とする記載は存在して

おらず、特許出願の当時、断面が円形の木製の軸を備えている鉛筆し

か知られていなかったことから、「傾いている机の上に置いても転が

りにくい鉛筆を提供する」という目的を達成するため、構成要件Ａ～

Ｄのすべて、特に、従来知られていなかった構成要件Ａを具備するこ

とで「傾いている机の上に置いても転がりにくい」という特有の効果

を発揮できるようにした発明は、特許庁での審査の過程で拒絶理由

を受けることなく特許成立したとして、上述の被疑侵害品が均等論

侵害の５つの要件を満たすかを検討します。 

 

＜特許請求の範囲に記載された構成中に存在する対象製品と異なる 

部分＞ 

 特許発明では「軸の表面に油性塗料が塗られている」（構成要件Ｃ）

ところ、被疑侵害品では「軸の表面に水性塗料が塗られている」です

から、この部分が「特許請求の範囲に記載された構成中に存在する対

象製品と異なる部分」（以下「相違点」といいます。）になります。 

 

＜第一要件～第五要件の検討＞ 

＜第一要件＞ 

 第一要件は「対象製品と異なる部分が特許発明の本質的部分でな

い」です。上述した事例では、その特許出願当時、断面が円形の木製

の軸の表面に油性塗料や水性塗料が塗られている鉛筆は公知でした。 

また、「断面が六角形（構成要件Ａ）」が従来技術に見られない特有

の技術的思想を構成する特徴的部分であると考えられています。そ

こで、上述した事例では、相違点は特許発明の本質的部分ではなく、

均等論侵害の第一要件は満たされると考えられます。 

 



＜第二要件＞ 

 第二要件は「対象製品と異なる部分を対象製品におけるものと置

き換えても、特許発明の目的を達成することができ、同一の作用効果

を奏する」です。上述した事例では、特許発明の構成要件Ｃ「軸の表

面に油性塗料が塗られている」を、被疑侵害品におけるものである

「軸の表面に水性塗料が塗られている」に置き換えても、特許発明の

目的（傾いている机の上に置いても転がりにくい鉛筆を提供する）を

達成でき、同一の作用効果が奏されます。そこで均等論侵害の第二要

件（置換可能性、作用効果の同一性）は満たされると考えられます。 

＜第三要件＞ 

 第三要件は「対象製品と異なる部分を対象製品におけるものと置

き換えることに、当業者が、対象製品の製造等の時点において容易に

想到することができたものである」です。 

 上述した事例では、「特許出願の当時、断面が円形の木製の軸の表

面に油性塗料や水性塗料が塗られている鉛筆は公知」でした。そこで、

被疑侵害品の製造時において特許発明の構成要件Ｃ「軸の表面に油

性塗料が塗られている」を、被疑侵害品における「軸の表面に水性塗

料が塗られている」に変更することは、当業者が容易に想到すること

ができたもので、均等論侵害の第三要件（置換容易性）は満たされる

と考えられます。 

＜第四要件＞ 

 第四要件は「対象製品が特許発明の特許出願時における公知技術

と同一又は当業者が出願時に容易に推考できるものではない」です。 

 上述の事例の場合、構成要件Ａ～Ｄの中の構成要件Ｃ「軸の表面に

油性塗料が塗られている」に関しては「特許出願の当時、断面が円形

の木製の軸の表面に油性塗料や水性塗料が塗られている鉛筆は公知」

でした。 

 その一方、構成要件Ａ「断面が六角形」を含む、構成要件Ａ～Ｄか

らなる鉛筆は、従来技術に比較して新規であり、また、従来技術から

出願時に当業者が容易に想到できたものではなく進歩性を有すると

して特許成立しています。 

 そうしますと、特許発明の構成要件Ｃ「軸の表面に油性塗料が塗ら

れている」が特許発明の新規性、進歩性を判断する考慮要素になった

とは思われません。そこで、特許発明の構成要件Ｃ「軸の表面に油性

塗料が塗られている」を従来公知の「軸の表面に水性塗料が塗られて



いる」に変更している被疑侵害品も、その特許出願の当時、新規性、

進歩性を有していたものであると認めることが相当です。そこで、均

等論侵害の第四要件は満たされると考えられます。 

＜第五要件＞ 

 第五要件は「対象製品が特許発明の特許出願手続において特許請

求の範囲から意識的に除外されたものにあたるなどの特段の事情も

ない」です。 

 上述の事例の場合、出願時の明細書などに「『木製の軸の表面に水

性塗料が塗られている鉛筆』は特許権の効力範囲外である」とする記

載は存在しておらず、特許成立するまでの審査の過程で拒絶理由の

通知を受けていませんから、「軸の表面に水性塗料が塗られている」

構成を、特許出願人が、特許請求の範囲から意識的に除外したという

事情は存在しません。そこで均等論侵害の第五要件は満たされると

考えられます。 

 

＜均等論侵害検討の結論＞ 

 上述の事例では、均等論侵害の第一～第五要件のすべてが満たさ

れていると考えられます。そこで、文言侵害が認められない場合であ

っても、均等論侵害が認められて、特許権者は、差止請求、損害賠償

請求することが可能になると思われます。 

 

＜特許権侵害が疑われるものを発見した場合＞ 

 上述したように、保有している特許権に係る特許発明と多少相違

している競合品であっても、均等論侵害であるとして特許権に基づ

く権利行使に乗り出せる場合があります。このような競合品を発見

した場合には専門家である弁理士に相談することをお勧めします。 

 

  



■ニューストピックス■ 

 

●特許行政年次報告書２０２６年版を公表（特許庁） 

 特許庁は、知的財産をめぐる国内外の動向などをまとめた「特許行

政年次報告書２０２６年版」を公表しました。 

https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2026/index.html 

 

【出願件数】 

報告書によると、日本国特許庁への特許出願件数は、2020 年以降

横ばい傾向でしたが、2025 年は前年比 16.8％増の 358,317 件でした。 

意匠登録出願件数は 31,853 件であり、商標登録出願件数は 2025 年

に増加へ転じ、168,114 件でした。 

【査定率】 

2025 年の特許審査における特許査定率は 76.5%、意匠審査におけ

る登録査定率は 88.0%、商標審査における登録査定率は 87.5%でし

た。 

【FA 期間と権利化までの期間】 

2025 年度における特許審査の審査請求から一次審査通知までの期

間（FA 期間）と審査請求から権利化までの期間は、それぞれ 9.4 月、

13.2 月でした。 

2025 年度における意匠審査の出願から一次審査通知までの期間

（FA 期間）は 5.9 月、出願から権利化までの期間は 6.6 月となり、

いずれも 2024 年度より短縮しました。 

2025 年度における商標審査の出願から一次審査通知までの期間

（FA 期間）は 6.6 月、出願から権利化までの期間は 7.5 月となり、

いずれも 2024 年度より短縮しました。 

 

●特許審査でＡＩ活用の基本方針を策定（特許庁） 

特許庁は特許審査でのＡＩ活用についての基本指針「ＪＰＯ ＡＩ

ビジョン」を策定、公表しました。 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/ai_action_plan/ai_v

ision/document/index/jpo-ai-vision.pdf 

 

指針では、積極的にＡＩを活用して審査などの業務の効率化とス

ピードアップを目指すとしています。 

https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2026/index.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/ai_action_plan/ai_vision/document/index/jpo-ai-vision.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/ai_action_plan/ai_vision/document/index/jpo-ai-vision.pdf


一方でＡＩ活用は、あくまで「審査官の支援ツール」にとどめ、最

終的な特許査定・拒絶査定等の判断は、引き続き審査官が実施すると

しています。 

 

現在、先行技術調査や外国語文献の翻訳などの業務でＡＩが活用

されていますが、近年、技術の高度化・複合化により、先行技術調査

の範囲も拡大しており、審査官一人あたりの処理負担は年々増大し

ています。そのため指針では、最新の技術動向を把握し、審査官の判

断を支援するツールとしてＡＩを効率的に活用するとしています。 

また、業務の中でどこにＡＩを使ったのかといった情報を開示し、

透明性を向上させる方針です。 

 

●先端技術分野へ官民で３７０兆円を投資（政府の「骨太の方針」） 

政府は、我が国の重要政策を示す「経済財政運営と改革の基本方針

２０２６（骨太の方針）」を閣議決定しました。 

https://www5.cao.go.jp/keizai-

shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/decision0721.html 

 

基本方針では、日本の潜在成長率は、主要先進国と比べて低迷して

いるが、技術革新力などの数値は遜色がなく、圧倒的に足りないのは

国内投資だと指摘しています。 

そのうえで、先端技術をリードする「成長投資」を徹底するため、

ＡＩ・半導体や造船、防衛産業など、17 の戦略分野の中から選定さ

れた 62 の製品や技術について、官民が連携して投資する規模を 2040

年度までに「総額 370兆円超」とする計画が盛り込まれました。 

 

具体的には、ＡＩ・半導体分野では、ロボットなどを動かす「フィ

ジカルＡＩ」に 10.5兆円を投資。大容量データの高速処理に必要な

半導体の開発などに 68 兆円の投資を想定。ＡＩロボット市場で 40

年までに米中に並ぶ世界シェア３割超を目指しています。 

 

●ソフトバンクグループ、生成ＡＩの特許公開件数で世界１位 

世界知的所有権機関（WIPO）は、生成型人工知能（GenAI）の最新

動向をまとめた「GenAIにおける特許動向の最新情報（Patent Trends 

Update in GenAI）」を公表しました。 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/decision0721.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/decision0721.html


https://www.wipo.int/web-publications/spark-patent-trends-

update-in-genai/en/index.html 

 

それによると、2024〜2025 年に公開された世界全体の生成ＡＩ関

連特許は 5 万 6000 件を超えました。14〜23 年の 10 年間の累積公開

件数をわずか 2年間で追い抜いています。 

 

2014〜25 年の特許公開件数の上位企業をみると、ソフトバンクグ

ループ（SBG）が 2985 件で世界１位となりました。そのほとんどが

2025年に公開されたものです。上位 10社のうち、6社が騰訊控股（テ

ンセント）や百度（バイドゥ）など、中国企業が占めています。 

 

ソフトバンクグループは、グループ全社員を対象にした「生成ＡＩ

活用コンテスト」を毎年実施して、社員からの提案数は累計 26万件

以上、特許出願数は 1 万件を超えています。また、25 年には社員の

ＡＩ利用を義務化し、ＡＩが自律的に業務をこなす「ＡＩエージェン

ト」を 1 人当たり 100 個開発するよう求めるなどＡＩ利用を進めて

います。 

 

*************************************************************** 

発行元： 羽切特許事務所 

弁理士  羽切 正治 

〒102-0072 東京都千代田区飯田橋 4丁目 6番 1号 

21東和ビル 4階 

TEL:03-5213-0611 FAX:03-5213-0677 

E-mail：hagiripo@hagiripo.com  

URL：https://hagiripo.com/ 

*************************************************************** 

本メールマガジンの無断転載はご遠慮下さい。 

本メールマガジンの記載内容については正確を期しておりますが、弊所 

は、利用される方がこれらの情報を用いて行う一切の行為について責任 

を負うものではありません。 

 

https://www.wipo.int/web-publications/spark-patent-trends-update-in-genai/en/index.html
https://www.wipo.int/web-publications/spark-patent-trends-update-in-genai/en/index.html
TEL:03-5213-0611
mailto:hagiripo@hagiripo.com
https://hagiripo.com/

